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内部統制システムに関する基本方針 

（業務の適正を確保するための体制の整備について) 

 

 

一般社団法人データクレイドル（以下 当法人という)は、一般社団法人及び一般財団法人に関す

る法律第 90 条第 4 項第 5 号並びに同法施行規則第 14 条に基づき、理事の職務の執行が法令及

び定款に適合することを確保するための体制その他当法人の業務の適正を確保するために必要な体制

の整備に関する事項を、以下のとおり決定する。  

 

１ 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

(1) 理事会は、定時理事会のほか臨時理事会を必要に応じて随時開催し、予め定めた「理事会規定」

に則り、経営上の重要な事項について審議・決定する。また、理事の職務執行を監督するため、職

務の執行状況の報告を定期的に受ける。 

(2) 当法人は、法令や法人倫理、社内規程等の遵守の徹底を図るため、コンプライアンス推進体制を

整備し、公正な事業活動を推進する。 

(3) 理事が法令及び定款を遵守し、倫理を尊重する行動ができるようにコンプライアンス推進に関する

規程を定め、全理事に周知・徹底して、法令、定款及び社会規範等を遵守する。 

(4) 理事は、反社会的勢力からの不当要求に対して毅然とした態度で臨み、関係機関との連携や組

織一体となった対応を図るなどして、これらの勢力との関係を遮断する。 

(5) 理事会及び理事は、監事が、適法性を欠くおそれのある事実、あるいは法人へ著しい損害を与え

るおそれのある事実等に対して勧告及び助言を行った場合は、これを尊重する。 

 

２ 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

(1) 理事会議事録等の法令で定められた文書及びその他重要な意思決定に係る文書については、社

内規程に基づき適正に保存・管理する。 

(2) 職務執行に係る情報については、情報セキュリティに関する法令及び社内規程に基づき必要に応

じたセキュリティの確保を図る。 

 

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

(1) 損失の危険の発生を未然に防止するため、必要な規程等を定め、事業活動に関するリスクを総括

的に管理する体制を構築する。また、万一損失の危険が発生した場合でも、適切な対応によって

損失の極小化を図る。  

(2) 自然災害等の不測の事態が発生した場合に、これに迅速、的確に対応するため、予めその対応

体制や手順等を規程に定める。 
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４ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

(1) 代表理事は、業務の執行が効率的に行われるように、事業計画及び予算を作成し、理事会の承

認を得る。実績については適宜、把握、管理する。 

(2) 理事会の決定に基づく業務執行が有効かつ効率的に行われることを確保するため、業務分掌規

程、職務権限規程等を定め、これらの規程等に従い、適正な意思決定に基づく業務執行を円滑

に進める。 

 

５ 当法人従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

(1) 従業員が法令及び定款を遵守し、倫理を尊重する行動ができるようにコンプライアンス推進に関す

る規程を定め、全従業員に周知・徹底して、法令、定款及び社会規範等を遵守する。  

(2) 監事は、コンプライアンス体制に問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、必要に応じて改

善策の策定を求めることができるものとする。  

 

６ 監事がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項、補

助する従業員に関する取扱いは、監事と協議して定める。  

 

７ 前号の従業員の理事からの独立性に関する事項  

 監事の職務を補助する従業員の監査職務遂行の際の指揮・命令権者は監事とし、理事等執行部

門からの独立性を確保する。また、当該従業員の任命、解任、人事異動については、事前に監事と協

議する。  

 

８ 理事及び従業員が監事に報告するための体制その他の監事への報告に関する体制  

(1) 監事は、必要に応じて理事及び従業員に対して報告を求めることができるものとする。また、監事よ

り報告を求められた理事及び従業員は、遅滞なく必要とされる報告を適正に行うものとする。  

(2) 理事は、法人に重大な損害を与えるおそれのある事実を発見した場合は、速やかに監事に報告を

行う。  

 

９ その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

 監事が重要会議への出席を要請した場合には、理事は監事の要請に応じるとともに、重要文書の閲

覧、その他監査業務の執行に必要な調査及び費用の確保に協力する。  

 

以 上 
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